
宮城県建設工事元請・下請関係適正化要綱の一部を改正する要綱 

宮城県建設工事元請・下請関係適正化要綱（平成１３年４月１日施行）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 （ 新 ） 改 正 前 （ 旧 ） 

宮城県建設工事元請・下請関係適正化要綱 宮城県建設工事元請・下請関係適正化要綱 

第１条～第２条 （略） 第１条～第２条 （略） 

（下請発注の適正化） 

第３条 （略） 

２～８ （略） 

９ （略） 

(1)～(9) （略） 

（下請発注の適正化） 

第３条 （略） 

２～８ （略） 

９ （略） 

(1)～(9) （略） 

 (10) 価格等（物価統制令（昭和21年勅令第118号）第２条に

規定する価格等をいう。）の変動又は変更に基づく工事内容

の変更又は請負代金の額の変更及びその額の算定方法に関

する定め 

(10) 価格等（物価統制令（昭和21年勅令第118号）第２条に

規定する価格等をいう。）の変動若しくは変更に基づく請負

代金の額又は工事内容の変更 

 (11)～(17) （略）  (11)～(17) （略） 

10 （略） 10 （略） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

（元請負人の義務） 

第５条 （略） 

(1)～(3) （略） 

（元請負人の義務） 

第５条 （略） 

(1)～(3) （略） 

(4)  法第20条の２（工期等に影響を及ぼす事象に関する情報

の通知等） 

(3) 法第１９条の５（著しく短い工期の禁止期の禁止期の禁

止期の） 

(5)～(15) （略） (4)～(14) （略） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

（直接元請負人の義務、適正な施工体制及び下請負人の義務） 

第７条 （略） 

２ （略） 

（直接元請負人の義務、適正な施工体制及び下請負人の義務） 

第７条 （略） 

２ （略） 



改 正 後 （ 新 ） 改 正 前 （ 旧 ） 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 第４号の規定により承認されたときは、速やかに下請契

約を締結し、下請工事着手前に、別表３に掲げる書類、下請

契約に係る書面（再下請契約に係る書面を含む。以下同じ。）

の写し、施工体制台帳及び施工体系図を提出すること。ただ

し、システムを活用して発注者が施工体制を確認することが

できる措置を講じている場合は、提出不要とする。 

(6) 第４号の規定により承認されたときは、速やかに下請契

約を締結し、下請工事着手前に、別表３に掲げる書類、下請

契約に係る書面（再下請契約に係る書面を含む。以下同じ。）

の写し、施工体制台帳及び施工体系図を提出すること。  

                            

                          

(7)～(12) （略） (7)～(12) （略） 

３ （略） ３ （略） 

第８条～第１０条 （略） 第８条～第１０条 （略） 

別表１～別表４ （略） 別表１～別表４ （略） 

様式－１～様式－２ （略） 様式－１～様式－２ （略） 

様式－４ （略） 様式－４ （略） 

様式－５－１～様式－５－２ （略） 式－５－１～様式－５－２ （略） 

附  則 

この要綱は、令和７年２月１日から施行し、令和６年１２月１３日から適用する。 

  



改 正 後 （ 新 ） 改 正 前 （ 旧 ） 

  



改 正 後 （ 新 ） 改 正 前 （ 旧 ） 

  



改 正 後 （ 新 ） 改 正 前 （ 旧 ） 

  


